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●悪徳業者廃絶に向けた数値規制
　動物愛護法の改正で、ブリーダー
等の飼育数の上限を定める数値規制
が導入されることになりました。改
正法の施行に向けて、動物の適正な
飼養管理方法等に関する検討会で具
体的な基準案が示されています。
●標準報酬月額の最高等級を追加
　厚生年金保険の標準報酬月額の等

し、完成検査制度を合理化する方針
を示しています。
●養育費制度の見直し
　すべての女性が輝く社会づくり本
部が「女性活躍加速のための重点方
針2020」をまとめました。このなか
に子どもの養育費確保に向けて養育
費制度を見直すための法改正を検討
することが明記されています。

級区分が改定され、ことし９月か
ら、現在の最高等級（31等級、62万
円）の上にさらに32等級（65万円）
が加えられることになりました。
●品質管理の改善・合理化
　「完成検査の改善・合理化に向け
た検討会」の中間とりまとめを受
け、国土交通省は自動車型式指定規
則、装置形式指定規則などを改正

　違法・有害な情報の流通、著作権
を侵害する悪質な海賊版サイトの台
頭や、SNS上での誹謗中傷等の深
刻化など、インターネットでは様々
な権利侵害に関する被害が発生して
います。
　匿名の発信者による投稿に関して
被害を受けた者は、被害回復のた
め、プロバイダ責任制限法における
発信者情報開示請求により発信者を
特定し、損害賠償請求等を行なうこ
とが考えられます。しかし、現在の
発信者情報開示制度では円滑な被害
者救済が図られない、あるいは企業
等の批判封じの方法として発信者情
報開示請求が行なわれるなど制度が
悪用されている、といった問題が指
摘されています。
　総務省の発信者情報開示の在り方
に関する研究会が、プロバイダ責任
制限法における発信者情報開示の在
り方等についての「中間とりまとめ
（案）」を公表し、意見公募手続きを
行なっています。
　そのなかで、発信者情報の開示対

は、１つの手続きで発信者を特定す
ることができるプロセスなど、より
円滑な被害者の権利回復を可能とす
る裁判手続きの実現を図る必要があ
るとしています。
　たとえば法改正により、発信者情
報開示請求権という実体法上の請求
権に基づく開示制度に代えて、非訟
手続き等として、被害者からの申立
てにより、裁判所が発信者情報の開
示の適否を判断・決定する仕組みを
設ける案が示されています。
　新たな仕組みの検討に当たって
は、発信者情報開示の在り方に照ら
して、非訟手続きとした場合の利点
と課題について整理し、「新たな手
続きにおける当事者構造と発信者の
手続き保障」「開示要件等」「その他
（手続きの濫用の防止等）」を踏まえ
て議論を深めていくことが適当であ
るとしています。
　総務省は、パブリックコメントの
結果をふまえて中間とりまとめを策
定し、制度の改善を進めていく予定
です。� ●▲

象の拡大等とあわせて、新たな裁判
手続きの創設の検討が提言されてい
ます。
●求められる手続きの負担緩和
　現在、発信者情報開示の場面で、
問題となる投稿が権利侵害に該当す
るか否かの判断が困難なケースなど
においては、一般的に、
①�　コンテンツプロバイダに対する
発信者情報開示仮処分申立て
②�　アクセスプロバイダに対する発
信者情報開示請求訴訟
③�　特定された発信者への損害賠償
請求訴訟
という、３段階の手続きが求められ
ます。
　この手続きが被害者にとって過大
な負担となっており、途中で権利回
復を断念せざるを得ないことがある
のが実情です。
　開示請求を受けたプロバイダ側の
裁判上の請求対応の負担増も課題に
なっています。
●非訟手続きの導入
　そこで、中間とりまとめ（案）で

発信者情報開示のための
新たな裁判手続きの創設を検討


